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· 社員の体力測定を会社が行う時代がやってきた？
産経新聞の報道によりますと、旅行業界最大手のJTBが、企業で働く社員の体力測定を請け負うビジネスを今月中に立ち上げることがわかりました。多くの会社では、社員の高齢化に伴って医療費がかさみ、健康保険組合の経営を圧迫していること、社員の健康が会社の業績に少なからず影響を及ぼすこと等を鑑み、お金をかけてでも社員の健康サポートを行いたいという企業ニーズの高まりがその背景にはあるようです。
具体的には、JTBは大学などと協力して体力測定メニューを開発し、その測定から診断までを一括して行うサービスを提供するとのこと。体力測定の項目は、握力、反復横跳び、持久走といった定番メニューに加え、歩行中の左右の足への加重のかけ方のバランスチェックなども取り入れ、その測定結果を数値化します。会社としてはその結果を把握することで社員全員の体力の維持向上策を検討できることに加え、個々の社員にとっても自分の体力の衰えが自覚でき、主として食事や運動面での日常生活の改善意欲を刺激する効果が期待されます。
ちなみに厚生労働省による定期健康診断結果の調べによりますと、定期健康診断における有所見率（健康診断の項目に異常の所見がある人の割合）は、平成2年の23.6％から毎年着実に上昇し、直近5年間では平成19年49.9％、平成20年51.3％、平成21年52.3％、平成22年52.5％、平成23年52.7％と半分以上の人が何らかの所見を有していることがわかります。中でも、「血中脂質検査」の有所見率が平成2年に11.1％であったものが、平成23年には32.2％と実に約3倍に跳ね上がっており、世の中全体において食べ過ぎや運動不足の指摘（メタボ）を見事に裏付ける結果となっています。
そんな中でコンビニエンスストア大手のローソンは、昨年末に健康診断に絡めた新たな給与制度の導入を発表しました。その中身は、2013年度から健康診断を受けない社員の賞与を15％減額し、直属の上司の賞与も10％減額するというものです。具体的には、13年度上期（13年3～8月）に健康診断を受けなかった社員を対象に、下期（13年9～14年2月）に数回にわたって会社が健康診断を受けるよう通知し、それでも受けなかった場合に14年度上期の賞与を減額するとのこと。そこには、健康は社員が能力を発揮するために必要不可欠な要素であるという会社の考え方と、上司の管理能力の評価要素として会社は健康診断を重視しているというメッセージが込められています。

また、レシピ本「体脂肪計タニタの社員食堂」で有名な㈱タニタでは昨年の4月に旅行会社とのコラボ企画として、タニタの健康プログラムを体験できる特別ツアー商品「まるごとタニタ生活　体験ツアー」を販売しました。健康志向の高まりを背景に、健康回復や維持・増進を図る観光「ヘルスツーリズム」をタニタ式にアレンジした旅行商品で、国立・国定公園にある休暇村を会場として美しい自然を満喫しながらタニタ式のヘルシーメニューの食事を提供し、プロの講師を招いてウォーキングセミナーや健康管理セミナーを開催し、タニタの計測機器を使用した健康チェックを行うなど、健康サイクルを体感できる内容となっているようです。
「健康管理は個人の問題であって、そこまで会社に管理されたくない」という意見はもちろんありますが、ともすると規律のない不健康な日常生活を送りがちな現代人には、過度になり過ぎない範囲で会社の管理も必要といえるのかもしれません。　（工藤克己）
